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①実質無利子・無担保融資（新型コロナウイルス感染症特別貸付）
　最近1ヶ月の売上高が前年または前々年の同期と比較して5％以上減少した方な
ど新型コロナウイルス感染症の影響を受けて業況悪化を来たした事業者に対し3年
間、▲0.9％の金利引き下げで実施する特別貸付です。（一定の要件を満たす方は借
り入れ後当初３年間の利子補給制度があります）
※個人事業主（事業性のあるフリーランスを含み、小規模に限る）
は、影響に対して定性的な説明でも柔軟に対応。お申込みは日
本政策金融公庫長野支店です。

②新型コロナウイルス対策マル経
　小規模事業者経営改善資金（通称：マル経）は、商工会議所、商工会の経営指導
員による経営指導を受けた小規模事業者に対して、日本政策金融公庫が無担保・無
保証人で融資を行う制度です。新型コロナウイルス感染症の影響により売上が減少
した小規模事業者の資金繰りを支援するため、別枠1,000万円の範囲内で当初3年
間、通常の貸付金利から▲0.9%の金利引き下げで実施されます。

【お問合せ】当会議所中小企業支援センター　TEL 026-227-2428

③セーフティネット保証、危機関連保証を利用した県・市融資制度
　経営の安定に支障が生じている中小企業者に対し、一般保証とは別枠で借入債
務を保証するものです。金融機関からの一般貸付のほか、県・市の制度融資を通じた
貸付があります。ご相談は各金融機関、長野県信用保証協会へ、また認定申請は事
業所の所在地を所轄する市町村になります。認定申請のお申込み、県・市制度資金
のあっ旋窓口は当会議所で行っております。
　新たに県の制度融資を活用し、民間金融機関の3年間の実質無利子・無担保据
置最大5年融資も創設されました。

　今回、「通常枠」に加え、新型コロナウイルス感染症の影響を乗り越えるために前
向きな投資を行う事業者を対象に「特別枠」が設けられました。いずれの補助金にも
事業計画書の策定が必要です。

［ ものづくり・商業・サービス補助金 ］
新製品・サービス・生産プロセスの改善に必要な設備投資等を支援
【通常枠】補助上限：1,000万円　補助率中小1/2、小規模2/3
【特別枠】補助上限：1,000万円　補助率中小2/3、小規模2/3

［ 小規模事業者持続化補助金 ］
小規模事業者が経営計画を作成して取り組む販路開拓等の取組
みを支援
【通常枠】補助上限：50万円　補助率：2/3
【特別枠】補助上限：100万円　補助率：2/3
経営計画書の作成支援と支援機関確認書の交付を当会議所で
行います。※特別枠では一部県による上乗せ補助があります。

［ IT導入補助金 ］
ITツール導入による業務効率化等を支援
【通常枠】補助上限：30～450万円　補助率：1/2
【特別枠】補助上限：30～450万円　補助率：2/3
※ハードウェア（PC、タブレット端末等）のレンタルも対象に

　新型コロナウイルス感染症の影響により、多くの事業者の収入が急減している状
況を踏まえ、申告・納期期限の延長、納税の措置が講じられています。

　雇用調整助成金は、経済上の理由により、事業活動の縮小を余
儀なくされた事業主が、雇用の維持を図るための休業手当に要した
費用を助成する制度です。今回の新型コロナウイルス感染症の影
響を踏まえた特別措置がなされています。

【お問合せ】ハローワーク長野　TEL 026-228-1300

［ 小学校休業等対応助成金 ］
　臨時休業等をした小学校等に通う子どもの世話を保護者として
行うことが必要になった労働者に対し、有給（賃金全額支給）の休
暇を取得させた事業主に対する助成金制度です。

【お問合せ】長野労働局 雇用環境・均等室　TEL 026-223-0551

　感染症拡大により、特に大きな影響を受けている事業者に対して、事業の継続を
支え、再起の糧となる、事業全般に広く使える給付金が支給されます。

〈給付対象者〉
中堅企業、中小企業、小規模事業者、フリーランスを含む個人事業者等、その他各
種法人等で、新型コロナウイルス感染症の影響により、売上が前
年同月比で50％以上減少している者 

〈給付額〉
法人は200万円以内、個人事業者等は100万円以内。

※電子申請を行うことが困難な事業者の方向けに、感染症対策を講じた上で、完全
予約制の申請支援（必要情報の入力等）を行う窓口が設置されました。

■サポート申請会場（長野会場） ※事前予約が必要です。
　長野市若里市民文化ホール プロムナードギャラリー
　（長野市若里3丁目22-2）
　・電話予約（オペレーター対応）
　　○受付時間／9:00～18:00
　　○電話番号／0570-077-866 （おかけ間違いにご注意ください）
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新入会員のご紹介

復興支援グループ申請スケジュールのご案内
─ 締切が迫っておりますのでお早めにご相談をお願いします！ ─

● お問合せ ● 会員サービス課  TEL 026-227-2428

令和2年4月にご入会いただいた
会員をご紹介します。

予約優先会員無料

● お問合せ・お申込み ● 当会議所  技能サービス部会　TEL 026-227-2428

● お問合せ ● 経営支援部　TEL 026-227-2428

● お問合せ ● 当会議所中小企業支援センター
TEL 026-227-2428　FAX 026-227-2758

E-mail  keiei-somu@nagano-cci.or.jp

※交付申請につきまして、当初は長野県産業復興支援センターに各自で直接提出していただく予定でしたが、グループの代表者が取りまとめることになりましたので、グループ
認定後の補助金交付申請に関するご相談・提出は、上記所属エリアの各会場にお越しいただきますようお願い申し上げます。

①6月11日㈭ ②7月9日㈭ ③8月6日㈭
＊以降毎月開催

下記までお電話にてご予約くださいお申込み

当会議所 2階会議室場　　所

グループ認定の受付

毎月、第2週目の木曜日 13:30～17:00
日　　時

【第7次受付】
当所グループ認定の受付締切：6月12日㈮

【第8次受付】
当所グループ認定の受付締切：7月10日㈮
※補助金交付申請はグループ認定後となります。

補助金交付申請の受付
【第7次受付】

当所グループの受付締切：6月12日㈮
【第8次受付】

当所グループの受付締切：7月10日㈮

長野北部エリア 長野商工会議所（長野市七瀬中町276）
TEL 026-227-2428（担当：武藤）

篠ノ井エリア 長野商工会議所 篠ノ井支所（長野市篠ノ井布施高田895-1）
TEL 026-292-0808（担当：島田）

松代エリア 長野商工会議所 松代支所（長野市松代町1361）
TEL 026-278-2534（担当：小山）

相談会場（各エリア）

開設時間・相談受付

業務内容

平日 10:00～16:00（土・日・祝日は休館）
ご相談の際には、事前に各エリアの会場にお電話にてご予約をお願いします。

長野商工会議所復興支援グループ構成員のグループ補助金申請支援・復興支援事業など

技能サービス部会

社会保険労務士による

個別相談会

新型コロナウイルス感染症の
影響を受ける事業者の皆さまへ

（緊急対策活用の手順をまとめました）
当会議所中小企業政策委員会

新入会員を
募集しております

皆さまのお知り合いを
ぜひご紹介ください。

　技能サービス部会では、会員事業所
を対象とした社会保険労務士による無
料の個別相談会を開催しています。人
事・賃金制度、また各種トラブルなどに
ついて社会保険労務士に話を聞きたい
とお考えの事業主・ご担当者の方はお
気軽にご参加ください。
　ご相談は秘密厳守でお受けします。

新型コロナ感染症対応「特別枠」

A サプライチェーンの毀損への対応
B 非対面型ビジネスモデルへの転換
C テレワーク環境の整備

・左記の取組みが計画の補助対象
経費に1/6以上合致していること
が必要です。

当会議所では、『新型コロナウイルスに関する経営相談窓口』を
設置し、事業者の皆様の経営相談に応じています。

ご入会いただき

ありがとうございまし
た

❶税金・社会保険料の納付の猶予制度があります

❹新型コロナウイルス感染症に対応した融資制度（セーフティネット保証）

❺補助金の活用（生産性革命推進事業）

❷従業員の休業手当とその対応（雇用調整助成金等制度を活用）

❸法人200万円、個人事業者100万円の給付金制度（持続化給付金）

セーフティネット
認定申請 県制度 市制度

国税に関する措置
（国税庁ホームページ）

社会保険料に関する措置
（厚生労働省ホームページ）

地方税に関する措置
（総務省ホームページ）


